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 「医療安全情報 No.]62」 の提供について

平素より当事業部の実施する事業に格別のご高配を,1局 り.厚 く御礼申し上げ

ます.

この度.医療事故情報収集等事業において収集した情報のうち.特にH知す

べき情報を取りまとめ. 5月 15日 に「

“

療安全拮縦 No.162」 を当事業参

加登録医療機関並びに当事業参サ畦 録医療機関以外で希望する病院に提供いた

しましたのでお知らせいたします。

なお.こ の医療安全情報を合・'却告書.午報は.当 事業のホームページ

(itt,1//“叫 med―safe.jp/)に も掲載いたしておりますので.責管下医療機

関等に周知いただきご活用いただければ大変■いに存じます。

今後とも有用な情報提供となるよう医療安全情報の内容の充実に努めてまい

りますので.何■ご理解.ご協力のほど宣しくお願tヽ 申し_Lげま,.
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ベッドヘの移乗時の転落
スライダーなどの移乗補助器具を使用した移栞の際.ペッドが動いて患者が転落した

事例 0｀9件報告されています際 計期間:2016年 1月 1日～2020年 3月 31日 ).

この情報は.第56回報告書「再発・頌似事例の分析」で取り上げた内容をもとに作成

しました。
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ベッドからベッドヘの移乗時に愚者が転落した
事例が報告されています。

動いたベッドの

固定1ヽ兄動いた
ベッド

固定

していない
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事例 1のイメージ
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●ストレッチャーを使用した事例も含まれています.
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ベッドヘの移乗時の転落

入浴月ストレッチャーからベッドヘの移秦の際.看議師とを護助手はそれぞれベッド側

とストレッチャー側に立つた。ベッドを固定していない状態で患者を繊せたスライグー

〈移栗補助器具)を押したところ.ベッドが動いて患者が転落した願 部CT検査を

実施し、後頭部皮下出血と診断した.

事 例 2
看護師は処置まで時間がないと焦り.スライターの 乗補助器具)を使用して1人で

患者をベッドからストレッチャーに移そうとした。ストレッチャーの固定が不十分な

状態てベッド側から患者の左肩と腰を支えてストレッチヤー側ヘスライドするように

押したところ.ストレッチヤーが動いて思者が転落した。下肢のCT検査を実施し、

右雲骨内果骨折と診断した.

※この医蒙安全情報liよ嫌亭,,情 報収集等I梨 )1上労働省補助半 )ヽにおいて収集されたI倒をもとl=.本 1`案 の一環と

して総合評輌郡会委員の意見に器づき.医燎

'1枚

の発生予防.■発|オ 1.のために,成されたものです.

本

“

来の趣旨等の詳細については■ ■量ホームベージをご覧ください.ヽ tい |′ ヽヽ Ⅲ。ヽ●dⅢl,,,′

※この情報の作成|=あたり.作成1椰
=お

ける正確性I=ついては万全を期してお
',ま

すが.その内答を11来にわた,保証するもの

で|をありません.

豪こ|,情報は柩 撃従事者の戴最を制限した,工療従事者に義務や責任を諄す]的で作成されたものではありません.
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『i h」廣・移乗前にベッド・ストレッチヤーを固定し、確実に

ことを確認する。

・移乗時.介助者は適切な位置につく。
‐スライダーなどの移乗補助器具の使用方法を口知する。

■EEは一例です。自施設に合つた取り組みを検討してください.
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事例が発生した医療機関の取り組み


